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原告　コスモ信用組合
対
被告　エドラス株式会社（他２名）

[事実の概要]

原告Ｘ信用組合は、被告Ｙ１株式会社及び訴外Ａ株式会社を債務者（以下、本件債務者らという）とする被担保債権につき、被告Ｙ１株式会社、同Ｙ２及びＹ３を設定者として本件不動産についての根抵当権の設定を受けた。その後Ｘ信用組合は、平成７年７月実質上破綻し、同月３１日に東京都知事から銀行法２６条に基づき、業務の一部停止命令が発せられたことにより、新規貸付等の業務を停止した。そして東京都、大蔵省、日本銀行による破綻処理スキームに従い、平成８年１月１２日臨時総代会により、Ｘ信用組合の不良債権を訴外Ｂ信用組合協会に譲渡するとともに、右債権譲渡後の事業の全部を訴外Ｃ共同銀行（現在の整理回収銀行）に譲渡する旨の決議がなされた。そこでＸ信用組合は、東京都知事の業務停止命令により、取引先への新規貸付けは事実上不可能になった上、臨時総代会における前記決議により、Ｘ信用組合と取引先との新規取引は確定的に不可能になったから、民法３９８条ノ２０第１項１号の「取引ノ終了」に当たると判断し、同日付けで本件債務者らを含む各債務者に対して「取引ノ終了」に基づく根抵当権確定の通知をした。そして取引の終了により元本が確定したとして、Ｙ１、Ｙ２及びＹ３に対して根抵当権元本確定登記手続を求めて本件訴訟を提起した。これに対して、Ｙ１、Ｙ２及びＹ３は、「取引ノ終了」に該当するには客観的な事由があるだけではなく、それが相手方に明確に表示され、相手方もこれを確認受領するような主観的な意思の一致が必要であるとして争った。

 [判旨]
　「民法３９８条ノ２０第１項１号所定の根抵当権の元本確定事由としての『取引の終了』とは，当該根抵当権の担保すべき債権を発生させる特定の継続的取引契約あるいは一定の種類の取引が終了することによって、被担保債権として予定された元本が以後発生する可能性がなくなることを意味すると解される。」

「Ｘ信用組合は平成７年７月３１日東京都知事から新規貸付業務をはじめとする多くの業務の停止命令を受け、平成８年１月１２日の臨時総代会における決議により、Ｘ信用組合の不良債権をＢ信用組合協会に譲渡するとともに、右債権譲渡後事業の全部をＣ共同銀行（現在の整理回収銀行）に譲渡する旨の決議がなされたところ、右譲渡されることとなった事業の中には新規貸付けは含まれない（業務停止されている以上当然のことと考えられる）のであるから、この経過からすれば、右臨時総代会決議の時点で、Ｘ信用組合（その事業譲渡を受けたＣ共同銀行も含めて）がその取引先に対して新規の貸付けを行うことは確定的になくなったというべきであり、これをもって『取引の終了』に該当すると解するのが相当である。」

「確かに、これまで『取引の終了』の典型的な例として挙げられていた継続的取引契約の解除や解約については、意思の合致あるいは明確な相手方への意思表示が必要とされるが、本件のような金融機関側の実質的破綻による貸付業務の停止によって取引が終了する場合には、個別具体的な相手方への通知や相手方の了承等によって『取引の終了』の有無や時点が決まるとすべきではなく、新規貸付業務の確定的停止という客観的事実によって集団的に決するのが相当である。」
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